
新潟市障がい児保育事業実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は，保育を必要とする児童のうち，心身に障がいを有する者の児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３９条第１項に規定する保育所，

就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年

法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園，法第６条の３第１０項に規定す

る小規模保育事業及び法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業（以下「保育

所等」という。）における受入れを促進し，健常児と同程度の保育を実施することにより，

当該障がい児の福祉の向上を図るため，保育所等が実施する障がい児保育事業（以下「事

業」という。）について必要な事項を定めることを目的とする。

（対象児童）

第２条 事業の対象者は，保育を必要とする児童であって，集団保育が可能であり，かつ，

日々通所できるもので，次のいずれかに該当するものとする。

（１）特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に基づく

特別児童扶養手当の支給対象児童（手当の支給を停止されている者も含む。）

（２）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４号の規定により，

障がい者手帳の交付を受けている児童。

（３）療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日付厚生省発児第１５６号厚生事務次官

通知）に基づき療育手帳の交付を受けている児童

（４）前３号の児童と同程度の障がいを有すると公的機関から認められた児童。

２ 前項第４号に規定する児童（以下「第４号児童」という。）が入所する保育所等におい

ては，公的機関の発行する証明書等（以下「証明書」という。）を備えなければならない。

（受入れ人数）

第３条 保育所等において受け入れることのできる前条第１項に定める児童 （以下「障が

い児」という。）の数は，それぞれの保育所等において障がい児と健常児との集団保育が

適切に実施できる範囲内の人数とする。



（調査表等の提出）

第４条 保育所等の長は，障がい児が入所した場合は，速やかに障がい児保育実態調査表

（以下「調査表」という。）を市長に提出しなければならない。この場合において第４号

児童が入所したときは，当該児童の調査表に証明書等の写しを添付するものとする。

２ 市長は，前項の規定にかかわらず，必要に応じ保育所等の長に対して，調査表の提出

を求めることができる。

（職員及び設備等）

第５条 保育所等の長は，障がい児の入所にあたっては，障がい児の保育についての知識，

経験等を有する者を配置するとともに，障がい児の特性に応じて便所等の設備を改善し，

必要な備品を整備する等十分な受入れ体制を整えるものとする。

２ 障がい児の保育は，障がい児の特性等を十分配慮して，できる限り健常児との混合に

より行うものとする。この場合において，保育所等の長は事故の防止等安全の確保に十

分留意しなければならない。

（費用の交付）

第６条 市長は，事業を実施している保育所等（本市が設置する保育所を除く。）に対して

予算の範囲内で別に定めるところにより当該事業に要する費用を交付する。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。

附 則

この要綱は，平成２年４月２７日から施行し，平成２年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，平成１０年４月１日から施行する。



附 則

この要綱は，平成１１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２７年５月２６日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。


